
2023年度

・貸借対照表（2024年3月31日現在)
(単位：百万円)

科目 金額 科目 金額
（資産の部） （負債の部）

流動負債 2,492
固定負債 157
負債合計 2,649

固定資産 5,769 （純資産の部）
有形固定資産 5,527 資本金 90
無形固定資産 56 資本剰余金 1,218
投資その他の資産 187 利益剰余金 3,194

その他 20
純資産合計 4,522

資産合計 7,171 負債・純資産合計 7,171
自己資本比率 63.06%

・損益計算書(2023年4月1日から2024年3月31日)
(単位：百万円)

科目 金額
売上高 8,418
売上原価 6,964
（うち減価償却費） 671

売上総利益 1,454
販売費及び一般管理費 370

営業利益 1,084
営業外収益 141
営業外費用 4

経常利益 1,221
特別利益 0
特別損失 6

税引前当期純利益 1,215
法人税等 419

当期純利益 797

直近3年の各事業年度にお
ける
経常利益金額の平均値

1,186

1,401

繰越資産 0

流動資産
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（2024年3月31日現在）

（単位：千円）

金　　　　　　　　　　　　　　　　額

3,434

899,650

20,383

―

14,786

457,704

532

3,286

238

0

1,459

0

0

1,401,476

1,182,634

343,188

1,146,981

2,067,078

5,367

107,536

659,700

6,099

8,037

5,526,622

382

1,195

0

54,071

55,649

76,993

2,560

19,655

87,593

150

―

―

―

―

―

―

186,952

5,769,224

（注）千円未満は切り捨てて表示しています。

7,170,701

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

  貸 　借 　対 　照 　表　

科 目

（資産の部）

Ⅰ 流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

投資その他の資産合計

Ⅱ 固 定 資 産

流動資産合計

貸 倒 引 当 金

無形固定資産合計

工 具 器 具 備 品

施 設 等 利 用 権

車 両 運 搬 具

構 築 物

繰 越 税 金 資 産 ( 流 動 )

そ の 他 流 動 資 産

機 械 装 置

未 収 入 金

売 掛 金

従 業 員 短 期 貸 付 金

貯 蔵 品

仕 掛 品

未 収 連 結 法 人 税

立 替 金

前 払 費 用

有 形 固 定 資 産

建 物

建 物 付 属 設 備

仮 払 消 費 税

土 地

そ の 他 有 形 固 定 資 産

有形固定資産合計

繰 延 税 金 資 産 ( 固 定 )

そ の 他 投 資

長 期 前 払 費 用

借 地 権

建 設 仮 勘 定

投 資 そ の 他 の 資 産

借 社 宅 敷 金

投 資 有 価 証 券

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

ソ フ ト ウ ェ ア



（単位：千円）

905,157

760,576

15,156

207,418

40,557

26,582

144,298

86,918

43,506

69,815

5,490

35,402

0

6,279

141,796

2,783

2,491,738

0

19,320

130,505

7,062

―

―

―

―

156,888

負債合計 2,648,627

90,000

1,217,577

1,217,577

―

3,194,116

22,500

3,171,616

2,374,837

796,779

4,501,694

20,379

―

―

20,379

4,522,074

7,170,701

（注）千円未満は切り捨てて表示しています。

当 期 純 利 益

そ の 他 利 益 剰 余 金

1 年 内 ﾘ ｰ ｽ 債 務

未 払 金

利 益 準 備 金

利 益 剰 余 金

Ⅰ　株　主　資　本

未 払 関 - 建 設 工 事 代

流動負債合計

前 受 金

預 り 金

未 払 事 業 税

未 払 法 人 税

未 払 費 用

役 員 賞 与 引 当 金

仮 受 消 費 税

未 払 連 結 法 人 税 額

（負債の部）

Ⅰ 流 動 負 債

短 期 借 入 金

買 掛 金

未 払 住 民 税

負 債 及 び 純 資 産 合 計

純資産合計

長 期 借 入 金

退 職 給 与 引 当 金

役 員 退 職 引 当 金

資 本 金

固定負債合計

  貸 　借 　対 　照 　表　

（2024年3月31日現在）

科 目 金　　　　　額　　

賞 与 引 当 金

流 動 - 産 廃 未 処 理

評価・換算差額等合計

繰 越 利 益 剰 余 金

Ⅱ　評価・換算差額等

その他有価証券評 価差 額金

株主資本合計

Ⅱ 固 定 負 債

そ の 他 資 本 剰 余 金

（純資産の部）

資 本 剰 余 金

長 期 ﾘ ｰ ｽ 債 務



 　損　 益　 計 　算 　書 

（ 自 2023年4月1日　　至 2024年3月31日 ）

（単位：千円）

8,418,006

6,963,722

1,454,284

369,938

1,084,345

140,937

2,115

24,189

―

0

114,631

4,118

3,025

0

1,092

1,221,164

0

0

0

―

―

―

5,746

5,746

―

―

―

―

1,215,417

394,275

24,362

796,779

（注）千円未満は切り捨てて表示しています。

特 損 － 其 の 他

特 利 - 補 助 金 収 入

科 目

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 利 益

特 損 － 圧 縮 記 帳 損

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損

経 常 利 益

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益

法 人 税 ､ 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

金額

支 払 利 息

損 害 賠 償 補 償 金

そ の 他

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

保 険 金

そ の 他 ス ク ラ ッ プ 売 却 益 等

営 業 外 費 用

賃 貸 料 ・ 社 宅 料

補 助 金 ・ 補 償 金



（自　2023年4月1日　　至　2024年3月31日）

（単位：千円）

別途
積立金

繰越利益
剰 余 金

2023年4月1日残高 90,000       - 1,217,577  1,217,577  22,500       - 2,374,837      2,397,337       - 3,704,915   

事業年度中の変動額

剰余金の配当  -  -  -  -  -  - 572,000△     572,000△      - 572,000△  

当期純利益  -  -  -  -  -  - 796,779        796,779          - 796,779      

 -  -  -  -  -  -  -  -  -  - 

 -  -  -  -  -  -  -  -  -  - 

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額）

 -  -  -  -  -  -  -  -  -  - 

事業年度中の変動額合計  -  -  -  -  -  - 224,779        224,779          - 224,779      

2024年3月31日残高 90,000       - 1,217,577  1,217,577  22,500       - 2,599,616      2,622,116       - 3,929,694   

2023年4月1日残高

事業年度中の変動額

剰余金の配当

当期純利益

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計

2024年3月31日残高

（注）千円未満は切り捨てて表示しています。

4,522,074                       

572,000△                      

592,363                          

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

項目

資本剰余金

 -  - 

項目
資本金

利益剰余金

資   本
剰余金
合   計

 - 

16                                     

その他利益剰余金

評価・換算差額等合計

評価・換算差額等

土地再評価差額金

16                             16                             

その他有価証券評価差額金 繰延ヘッジ損益

 - 592,379                             

 - 

592,363                      

592,379                      

 - 

 - 

 - 

 - 

 - 

 - 

 - 

592,363                       - 

 - 

 - 

 - 

株主資本
合      計

株主資本

 - 

 - 

592,363                             817,142                          

 - 

 - 

利   益
剰余金
合   計

自己株式資   本
準備金

その他
資   本
剰余金

 - 

利益準備金

592,363                             

 - 796,779                          

 - 

 - 

 - 

純資産合計

3,704,931                       



個　別　注　記　表

１．継続企業の前提に関する注記

該当事項はありません。

２．重要な会計方針に係る事項に関する注記

　(１)資産の評価基準および評価方法

①有価証券

その他有価証券（市場価格のない株式等以外のもの）

・・・・市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算出しています）

その他有価証券（市場価格のない株式等）

・・・・移動平均法による原価法

②デリバティブ

時価法 ・・・・該当なし

③棚卸資産

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

貯 蔵 品 　・・・・総平均法

　(２)固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）

定率法

無形固定資産（リース資産を除く）

定額法

リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しています。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零として算定する方法によっています。

　(３)引当金の計上基準

①賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しています。

②役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しています。

③ 退職給付引当金

④役員退職引当金

　(４)重要な収益の計上基準

当社は、以下の５ステップアプローチに基づき、収益を認識しています。

ステップ１：顧客との契約を認識する

ステップ２：契約における履行義務を識別する

ステップ３：取引価格を算定する

ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する

ステップ５：履行義務の充足時に(又は充足するにつれて)収益を認識する

　当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容および当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する

通常の時点）は以下のとおりです。

　当社は、廃棄物処理事業を営んでいます。主な履行義務は、顧客との契約に基づき顧客の廃棄物を無害化処理することです。

なお、顧客の廃棄物等を受け取ってから処理するまでの期間がごく短期間であるため、当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は、

処理時点としています。なお、取引の対価は、処理後概ね１年以内に受領しており重要な金融要素を含んでいません。

ただし、1998年4月1日以後に取得した建物、2016年4月1日以後に取得した建物附属設備および構築物については、定
額法を採用しています。

なお、耐用年数については、自社利用のソフトウェアは社内における利用可能期間（５年）としています。

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の時価に基づき計上しています。
なお、退職給付引当金は、簡便法により計算しています。

役員の退職慰労金の支出に充てるため、内規に基づく期末要支給額を計上しています。



　(５)その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

①消費税等の会計処理

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっています。

②連結納税の適用

　　

③連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用

　当社は、当事業年度から、連結納税制度からグループ通算制度へ移行します。ただし、「所得税法等の一部を改正する法律」（令和２年法律第８号）
において創設されたグループ通算制度への移行およびグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項目については、
「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第39号　2020年３月31日）の第３項の
取扱により、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号　2018年２月16日）の第44項の定めを適用せず、繰延税金
資産および繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいています。
　なお、当事業年度の期首から、グループ通算制度を適用する場合における法人税および地方法人税並びに税効果会計の会計処理および開示の
取扱いを定めた「グループ通算制度を適用する場合の会計処理および開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号　2021年8月12日）を適用する
予定です。

　　

３．会計方針の変更に関する注記

(1)「収益認識に関する会計基準」等の適用
　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、
約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしています。

なお、当該会計基準の適用が計算書類に及ぼす影響はありません。

(2)「時価の算定に関する会計基準」等の適用
 　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、

時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、
時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することとしています。

４．貸借対照表に関する注記

　(１)担保に供している資産および担保に係る債務

①担保に供している資産

有形固定資産 0

投資有価証券 0

計 0

②担保に係る債務

短期借入金 0

長期借入金 0

計 0

　(２)有形固定資産の減価償却累計額 12,224,952

　(３)有形固定資産の減損損失累計額

貸借対照表上、減価償却累計額に含めて表示しています。

　(４)偶発債務

0

債権流動化に伴う買戻し義務 0

　(５)関係会社に対する金銭債権・債務

短期金銭債権 899,140

長期金銭債権 0

短期金銭債務 1,015,266

長期金銭債務 0

　(６)取締役および監査役に対する金銭債権および金銭債務

金銭債権 0

金銭債務 0

５．損益計算書に関する注記

　(１)関係会社との取引高

営業取引による取引高

売上高 8,418,007

仕入高 11,233,845

営業取引以外の取引による取引高

営業外収益 24,190

営業外費用 3,860

連結納税制度を適用しています。

他の会社の金融機関等からの借入債務に対する保証債務



６．株主資本等変動計算書に関する注記

　(１)当事業年度の末日における発行済株式の種類および株式総数

普通株式 3,600株

　(２)当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項

①配当金支払額

2023年6月2日開催の定時株主総会において、次のとおり決議しています。

②基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

2024年6月24日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり提案しています。

なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しています。

７．　(１)繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 (繰延税金資産)

税務上の繰越欠損金 0

退職給付引当金 39,804

賞与引当金 21,852

未払事業税 27,205

一括償却資産損金算入超過額 3,166

減価償却超過額 5,094

役員退職引当金 2,154

その他 9,254

　繰延税金資産小計 108,530

評価性引当額 △ 11,993

　繰延税金資産合計 96,537

(繰延税金負債)

その他有価証券評価差額金 △ 8,944

海外投資等損失準備金 0

その他 0

　繰延税金負債合計 0

　繰延税金資産（負債）の純額 87,593

８．リースにより使用する固定資産に関する注記

貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務機器、製造設備等の一部については、所有権移転外ファイナンス・リース契約により使用しています。

９．関連当事者との取引に関する注記

(１) 親会社および法人主要株主等 （単位：千円）

種
類

親会社 被所有　100

親会社 被所有　100 1,316,803

親会社 被所有　100 11,949

親会社 被所有　100 455,198

親会社 被所有　100 15,059

親会社 被所有　100 71,196

親会社 14,917

親会社 45,641

取引条件および取引条件の決定方針等

（注）１ 経営管理料については、毎期交渉の上決定しています。

　　　２ 債務保証金額については、借入金残高に応じて決定しています。

264

DOWAｴｺｼｽﾃﾑ(株) ｼﾞｵﾃｯｸ事業
部

被所有　100
経営管理指
導

業務委・分析 買掛金-関係● 32,505

DOWAｴｺｼｽﾃﾑ㈱企画室 被所有　100
経営管理指
導

人件費 未費関-その他●

DOWAｴｺｼｽﾃﾑ㈱ｳｪｽﾃｯｸ事業部
経営管理指
導

土地賃借料 未費関-賃借料● 5,933

DOWAｴｺｼｽﾃﾑ㈱ｳｪｽﾃｯｸ事業部
経営管理指
導

兼務役員報
酬

未費関-給与手当
●

200

DOWAｴｺｼｽﾃﾑ㈱ｳｪｽﾃｯｸ事業部
経営管理指
導

配当金 未払関-配当金● 0

DOWAｴｺｼｽﾃﾑ㈱ｳｪｽﾃｯｸ事業部
経営管理指
導

環境情報ｼｽﾃﾑ
利用料他

未費関-その他● 660

DOWAｴｺｼｽﾃﾑ㈱ｳｪｽﾃｯｸ事業部
経営管理指
導

代理店手数
料

買掛金-関係● 142,648

取引金額 科目 期末残高

DOWAｴｺｼｽﾃﾑ㈱ｳｪｽﾃｯｸ事業部
経営管理指
導

売上 売掛金-関係● 899,140

会社等の名称
議決権の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者と
の関係

取引の内容

9,261,011

１株当たり配当額 176,944円

基準日 2024年3月31日

効力発生日 2024年6月24日

効力発生日 2023年6月23日

株式の種類 普通株式

配当金の総額 637,000千円

配当金の総額 572,000千円

１株当たり配当額 158,889円

基準日 2023年3月31日

株式の種類 普通株式



（２）子会社および関連会社等 （単位：千円）

種
類

関連会社

関連会社 6,803

関連会社 147,281

関連会社 1,424

関連会社 5,285

関連会社 17,963

関連会社 43,542

関連会社 19,668

関連会社 15,353

関連会社 40,897

関連会社 109,559

関連会社 60,203

関連会社 6,806

関連会社 832

関連会社 683

関連会社 19,332

関連会社 148,805

関連会社 64,845

関連会社 5,806

１０．１株当たり情報に関する注記

　(１)１株当たり純資産額 円 7 銭

　(２)１株当たり当期純利益 円 5 銭

１１．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません

1,256,131

221,327

17,593

ｸﾞﾘｰﾝﾌｨﾙ小坂(株) 0 役務の受入 埋立処分費 買掛金-関係 731

メルテックいわき㈱ 0 役務の受入 埋立処分費 買掛金-関係

2,180

メルテック㈱ 0 役務の受入 埋立処分費 買掛金-関係 7,316

ｴｺｼｽﾃﾑ秋田㈱ 0 役務の受入 埋立処分費 買掛金-関係

69

DOWAﾃｸﾉﾛｼﾞｰ(株) 関東ﾃｸﾉｾﾝﾀｰ 0 役務の受入 分析費 買掛金-関係 251

DOWAﾃｸﾉﾘｻｰﾁ(株)小坂テクノセンター 0 役務の受入 分析費 買掛金-関係

1,463

DOWAﾃｸﾉｴﾝｼﾞ(株) 0 役務の受入 工事費他 買掛金-関係 0

DOWAﾃｸﾉｴﾝｼﾞ(株) 0 役務の受入 建設工事費
未払関-建設工事
代

1,320

陽和工営(株) 0 役務の受入 工事費他 買掛金-関係 4,424

陽和工営(株) 0 役務の受入 建設工事費
未払関-建設工事
代

1,343

ｴｺｼｽﾃﾑｼﾞｬﾊﾟﾝ(株) 千葉営業所 0 役務の受入
助燃油他購
入

買掛金-関係 1,608

ｴｺｼｽﾃﾑｼﾞｬﾊﾟﾝ(株) 千葉営業所 0 役務の受入
中袖待機場作
業料他

買掛金-関係

1,392

DOWAﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｻｰﾋﾞｽ(株) 0 役務の受入
予備品仕入
等

買掛金-関係 0

DOWA通運㈱ 0 役務の受入 収集運搬費 買掛金-関係

0

DOWAﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ㈱ 0 役務の受入
XOSサービス利
用料

買掛金-関係 481

DOWAﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ㈱ 0 役務の受入
グループ保険
料

未払関-その他

581

DOWAﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ㈱ 0 役務の受入 人件費 未費関-その他 330

DOWAﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ㈱ 0 役務の受入
システム利用
料他

未費関-その他

期末残高

DOWAﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ㈱ 0 役務の受入
短期借入金
借入

関係短期借入金 760,577

会社等の名称
議決権の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者と
の関係

取引の内容 取引金額 科目

9,497,499
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